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附属資料説明 

 

■決算カード 

決算カードとは、年度ごとに国が実施している「地方財政状況調査」（通称：決算統計）の集計結果

に基づき、各都道府県、市町村ごとの「普通会計（※）」歳入・歳出決算額、各種財政指標等の状況に

ついてまとめたものです。 

 

※普通会計とは 

地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なり、団体間の財政比較などが難しいため、地方財政の統計上、

統一的に用いられる会計区分です。 

 

 

■健全化判断比率算定表（総括表①～④） 

 財政健全化法に基づく「健全化判断比率」を算定する際の算定総括表です。 

 

           総括表①・・・「健全化判断比率の状況」 

           総括表②・・・「連結実質赤字比率等の状況」 

           総括表③・・・「実質公債費比率の状況」 

           総括表④・・・「将来負担比率の状況」 

 

 



33,880人 団

31,108人 ２７年国調 13,577 体

▲ 8.2% 第１次（人） 1,255 11,517 旧　新　産

30,763人 産　業（％） 7.9 7.3 旧　工　特 区　　　分 令和３年度 令和４年度

30,378人 第２次（人） 2,952 210.55 低　開　発 ○ 歳入総額 32,444,672 22,917,545
▲ 1.3% 産　業（％） 18.6 18.7 人口密度（人） 148 旧　産　炭 収 歳出総額 31,984,116 21,780,216

第３次（人） 11,668 13,849 山　 　　振 歳入歳出差引額 460,556 1,137,329
産　業（％） 73.5 74.0 13,288 過　　　 疎 ○ 支 翌年度繰越すべき財源 147,521 177,830

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 歳入一般財源 構成比 首　　　 都 実質収支 313,035 959,499
3,664,617 16.0 3,495,301 38.0 3,664,617 29.4 近　　　 畿 状 単年度収支 ▲ 883,610 646,464

178,078 0.8 178,078 1.9 178,078 1.4 中　　　 部 積立金 400,004 140,011
748 0.0 748 0.0 748 0.0 構成比 超過課税分 財政再建化 況 繰上償還金 0 0

14,369 0.1 14,369 0.2 14,369 0.1 個人均等割 1.4 指数表選定 ○ 積立金取り崩し額 0 0
9,711 0.0 9,711 0.1 9,711 0.1 市町村 所得割 31.8 財 源 超 過 実質単年度収支 ▲ 483,606 786,475

12,754 0.1 12,754 0.2 12,754 0.1 民   税 法人均等割 3.4 20,357
824,735 3.6 824,735 9.0 824,735 6.6 法人税割 4.4 46,118

960 0.0 960 0.0 960 0.0 42.3 適用開始 １人当り平均給料

0 0.0 0 0.0 0 0.0 3.6 議員公務災害 年　月　日 （報酬）月額（円）

10,822 0.0 10,822 0.1 10,822 0.1 市町村たばこ税 8.2 非常勤公務災害 特 市長 1 2011年1月1日 854,000
65,354 0.3 65,354 0.7 65,354 0.5 特別土地保有税 0.0 退職手当 別 副市長 1 2011年1月1日 653,000

6,140,418 26.8 4,555,457 49.5 6,140,418 49.2 法定外普通税 0.0 事務機共同購入 職 教育長 1 2011年1月1日 543,000
内 普通交付税 4,555,457 19.8 4,555,457 49.5 4,555,457 36.5 旧法による税 0.0 税務事務 等 議会議長 1 2011年1月1日 405,000
訳 特別交付税 1,584,961 6.9 0 0.0 1,584,961 12.7 4.9 老人福祉施設 議会副議長 1 2011年1月1日 370,000

10,922,566 47.7 9,168,289 99.7 10,922,566 87.5 内　訳 入湯税 0.3 伝染病 議会議員 16 2011年1月1日 347,000
交通安全対策特別交付金 2,964 0.0 2,964 0.0 2,964 0.0 都市計画税 4.6 し尿処理 ○
分担金・負担金 92,129 0.4 0 0.0 2,060 0.0 100.0 66,475 ごみ処理 ○ 区　　　　　　分 指数等（千円）

使用料 215,226 0.9 19,883 0.2 19,991 0.2 火葬場 ○ 基準財政収入額 3,552,508
手数料 52,125 0.2 0 0.0 0 0.0 常備消防 ○ 基準財政需要額 8,127,527
国庫支出金 4,650,315 20.3 0 0.0 636,517 5.1 小学校 標準税収入額等 4,451,790
県支出金 2,598,865 11.3 0 0.0 67,534 0.6 中学校 標準財政規模 9,133,551
財産収入 38,976 0.2 4,256 0.1 36,142 0.3 後期高齢者医療 ○ 財政力指数（０2～０4） 0.439
寄附金 404,022 1.8 0 0.0 0 0.0 その他 ○ 実質収支比率（％） 10.5
繰入金 705,248 3.1 0 0.0 289,160 2.3 経常一般財源比率（％） 100.7
繰越金 460,556 2.0 0 0.0 319,692 2.6 目的別歳出の状況（単位：千円　％） 公債費負担比率（％） 13.7
諸収入 610,149 2.7 2,449 0.0 54,651 0.4 実質公債費比率（％） 6.9

2,164,404 9.4 0 0.0 126,304 1.0 財政調整基金 740,096
22,917,545 100.0 9,197,841 100.0 12,477,581 100.0 議会費 0.7 161,186 積立金現在高 減債基金 2,618,276

総務費 16.5 2,270,945 特定目的 1,733,068
経常収 民生費 33.0 3,050,497 地方債現在高 24,164,412

決算額 構成比 充当一般財源等 支比率 衛生費 6.2 1,095,501 物件の購入等 0
2,563,031 11.7 2,315,993 23.9 労働費 0.1 16,882 保証・補償 0
1,538,621 7.1 1,439,963 15.2 農林水産業費 2.1 323,257 その他 1,513,685
4,697,729 21.6 1,219,846 12.6 商工費 3.9 105,910 実質的なもの 640,686
2,242,442 10.3 1,710,032 18.3 土木費 8.9 765,947 収益事業収入 0

内 元利償還金 2,241,734 10.3 1,709,324 18.3 消防費 2.9 569,840 土地開発基金現在高 0
訳 一時借入金 708 0.0 708 0.0 教育費 5.2 970,556

9,503,202 43.6 5,245,871 54.8 災害復旧費 10.2 299,699
2,301,855 10.6 1,510,490 11.2 公債費 10.3 1,710,032 区　　　　　　　　　　分 現年分 現繰計

96,925 0.4 69,795 0.7 諸支出金 0.0 0 合計 99.0 94.3
2,454,970 11.3 2,222,124 13.4 100.0 11,340,252 市町村民税 98.9 95.7

979,426 4.5 979,354 9.7 純固定資産税 99.0 92.1
737,471 3.4 146,518 0.0 国民健康保険税 93.7 71.2
651,000 3.0 0 0.0 337,546

1,805,621 8.3 1,388,994 14.6 国事 再差引収支額 337,546
0 0.0 0 0.0 民業 加入世帯数（世帯） 4,508

4,229,172 19.4 756,460 健会 被保険者数（人） 6,623
201,925 0.9 201,925 康計 保険税

普通建設事業費 2,001,255 9.2 456,761 保状 収入額

内 （うち補助） 655,683 3.0 84,136 険況 国県支出金 445
(うち単独） 1,345,572 6.2 372,625 保険給付費 423

訳 災害復旧事業費 2,227,917 10.2 299,699
失業対策事業費 0 0.0 0

21,780,216 100.0 11,340,252 94.7

2,114,403

歳出合計 8,828,995

一
人
当
り

被
保
険
者合　　計

96
上水道 73,100
その他 65,490

投資的経費 後期高齢者医療 717,963
（うち人件費） 公共下水道 235,682

実質収支額

繰出金 1,357,868 介護サービス事業 0
前年度繰上充用金 0 介護保険 672,938

2,001,255
（うち一部事務組合） 908,222
積立金 0
投資・出資･貸付金 0

へ
の
繰
出
し

公
営
企
業
等

国民健康保険 349,230

徴
収
率
％

維持補修費 69,795 0 0
補助費等 1,247,837 126,304 歳出合計 21,780,216

小計 5,106,965 9,324,145 2,227,917 0
物件費 1,046,530 減収補填債（特例分）

及び臨時財政対策債
2,242,442 0

1,708,180 （減収補填債（特例分）及び臨
時財政対策債を含めた場合）

639,255 54,147
708 1,141,479 129,773

扶助費 1,171,905 歳入経常一般財源 837,225 60,990
公債費 1,708,888 9,197,841 1,929,939 1,292,592

債務負担行為額

（うち職員給） 1,419,188 465,236 69,722 (翌年度以降支出予定額）

区　　　分         一般財源等 歳入一般財源 1,351,510 28,500
人件費 2,226,172 12,477,581 16,882 0

96.0% 3,582,331 344,730
性質別歳出の状況（単位：千円　％） 経常経費充当 7,184,814 20,801

Ａのうち
普通建設

Ａの充当
一般財源等地方債 臨時財政対策債等を経常

歳入合計 一般財源から除した場合 161,186 0

8,828,995

経常収支比率

94.7%

区分 決算額Ａ 構成比

（一般財源計） 11,459
169,316

合　　　　　　計 3,664,617

４年度
経常経費充当

一般財源等合計

法人事業税交付金 0
地方交付税 0

0
目　　的　　税 180,775

区　　分 定　数
自動車取得税交付金 軽自動車税 129,918
環境性能割交付金 300,102

地方特例交付金 123,271
地方消費税交付金 161,996 一部事務組合

ゴルフ場利用税交付金 固定資産税 1,550,572 加入状況

利子割交付金 区　　分 徴収済額

配当割交付金 51,790
株式譲渡所得割交付金 1,166,193

10,691 ２７年国勢調査世帯数

歳入の状況（単位：千円　％）

区　　　分

地方税

地方譲与税 市町村税の状況（単位：千円％）

２年国勢調査世帯数

住民基本台帳 2023年3月31日 2,705 面積（ｋｍ2）

増減率

令和４年度 国勢調査人口 ０２年国勢調査人口 区分

2022年3月31日

２７年国勢調査人口 産　　業　　構　　造 人口集中地区人口 指定団体等

決 算 状 況 増減率 1,048 ２年国勢調査（人）

熊本県人吉市
市町村類型　　　　　   Ⅰ－３

の指定状況 地方交付税種地　　　 Ⅰ－２２年国調 ２７年国勢調査（人）
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Ver.04.00

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

432032 熊本県 人吉市 - - 6.9 15.9

団体区分 3.市

↑※必ず選択して下さい。

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 13.49 18.49 25.0 350.0

9,133,551 126,304 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

総括表① 健全化判断比率の状況 （令和4年度決算）
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Ver.04.00 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 959,510 10.5 水道事業特別会計 748,538 8.2

人吉球磨交通体系整備特別会計 0 公共下水道事業特別会計 97,545 1.1

公共用地先行取得事業特別会計 -11 0.0

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 959,499 10.5

標準財政規模 9,133,551 100.0

実質赤字比率　（％） -10.50 ※

会　　計　　名 実質収支額

国民健康保険事業特別会計 337,546 3.7

介護保険特別会計 388,623 4.3

後期高齢者医療特別会計 14,528 0.2 法

非

適

用

企

業
工業用地造成事業特別会計 0

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 2,546,279 27.9

標準財政規模（再掲） 9,133,551 100.0

連結実質赤字比率　（％） -27.87 ※

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

一
般
会
計
等
以
外
の
特
別
会
計
の
う
ち

公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
以
外
の
会
計

熊本県人吉市

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

宅
地
造
成
事
業
以
外

総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （令和4年度決算）
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団体名

Ver.04.00

（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金及び準
元利償還金(ただ
し、④～⑦に係
るものは、地方
債の元利償還額
を基礎として算
入されたものに
限る)

令和2年度 1,410,729 189,146 217,121 229,954 359,630 789,798

令和3年度 1,524,326 141,058 189,764 217,087 294,464 805,966

令和4年度 2,241,734 120,508 111,452 610,867 253,415 908,252

⑫ ⑬ ⑭ ⑮
標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債

発行可能額
地方財政法第５
条の３第４項第
１号の規定に基
づき総務大臣が
定める額
（特別区のみ記
入）

令和2年度 4,485,485 4,234,898 343,187 令和2年度 5.52952

令和3年度 4,270,140 4,661,185 451,884 令和3年度 6.49095

令和4年度 4,451,790 4,555,457 126,304 令和4年度 8.79541

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第12条第
４号）

令和2年度

令和3年度

令和4年度

6.9

⑥の内訳

熊本県人吉市

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

総括表③ 実質公債費比率の状況（令和4年度決算）
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Ver.04.00
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人 第三セクター等
(損失補償、信託、貸付)

24,164,412 0 1,314,721 691,153 2,372,624 0 0 0 0 0 0 0

（分母比） 303 17 9 30

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

5,720,019 1,698,357 687,486 19,852,361

（分母比） 72 21 9 249

358 342 16

115 15 100

28,542,910

9,133,551

15.9

将来負担比率　（％）

7,971,884

1,272,173

1,161,667

27,270,737

算入公債費等の額　Ｄ

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

充当可能基金
充当可能
特定歳入

設立法人の
負債額等
負担見込額

基準財政需要額
算入見込額

地方債の現在高

将来負担額　A

標準財政規模　Ｃ

充当可能財源等　Ｂ

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

熊本県人吉市

組合連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

―

総括表④ 将来負担比率の状況 （令和4年度決算）

―

＝ ＝
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